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１．平成 15 年 3 月期の連結業績（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日） 
（１）連結経営成績                              （百万円未満切捨） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

百万円   ％
 28,466 5.6 
 26,946 4.9 

百万円   ％
 525 47.6 
 355 △64.1 

百万円   ％
 654 32.2 
 495 △60.0 

 
 

当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後          

１株当たり当期純利益

株 主 資 本      

当期純利益率

総 資 本      

経常利益率 

売 上 高      

経常利益率 

 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

百万円  ％ 
 228 39.3 
 164 △65.1 

円  銭
 20 67 
 15 82 

円  銭
 19 15 
 13 47 

％ 
 2.9 
 2.1 

％ 
 3.3 
 2.7 

％
 2.3 
 1.8 

(注)①持分法投資損益 15 年 3 月期 －百万円 14 年 3 月期 －百万円  
  ②期中平均株式数（連結） 15 年 3 月期 10,459,783 株 14 年 3 月期 10,390,050 株 
  ③会計処理の方法の変更   無 
  ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

（２）連結財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

百万円 
 20,856 
 19,167 

百万円
 7,931 
 7,877 

％ 
 38.0 
 41.1 

円   銭
 757 23 
 753 03 

（注）期末発行済株式数（連結）15 年 3 月期  10,457,837 株  14 年 3 月期  10,461,267 株 

 
（３）連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による         
キャッシュ･フロー 

投資活動による         
キャッシュ･フロー

財務活動による         
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高         

 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

百万円 
 2,221 
 1,275 

百万円
 △2,574 
 △2,666 

百万円 
  713 
 1,192 

百万円
  1,667 
 1,306 

 
（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数 ２社  持分法適用非連結子会社数 －社  持分法適用関連会社数 －社 
 
（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規) －社 (除外) －社  持分法 (新規) －社 (除外) －社 
 
２．平成 16 年 3 月期の連結業績予想（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 
中 間 期 
通   期 

百万円
 14,652 
 29,133 

百万円
 350 
 658 

百万円
 153 
 295 

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期） 28 円 21 銭 

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
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１. 企業集団の状況 
 
当社グループは、当社、子会社２社及び関連会社１社より構成されております。 
各会社の事業内容は、次のとおりであります。 
なお、当社は事業の種類別セグメント情報を記載していないため、事業部門別によって記載しております。 
当 社          ·····················す し 部 門       ：廻転寿司の店舗経営 
 レストラン部門：和食・とんかつ・焼肉・中華・イタリア料理等の店舗経営 
 食 材 部 門       ：フランチャイズ店への食材販売 
 そ の 他 部 門       ：フランチャイズ店への経営指導 
株式会社アトムライス·····················食 材 部 門       ：シャリの製造及び販売 
株式会社唐 楽 家      ·····················レストラン部門：すしの宅配及び和食・焼肉の店舗経営 
株式会社アトムボーイ·····················そ の 他 部 門       ：商標権及び著作物の管理 
                       （廻転寿司「アトムボーイ」の商標権及び「鉄腕アトム」に関

する著作物使用権を所有） 
 
上記の事項を事業系統図により示すと、次のとおりであります。 

 

お                客                様 

 

 
        寿司及び和食・焼肉の販売        寿司及び和食・とんかつ 
                            ・焼肉・中華・イタリア料理 
                            等の販売  
  ※１、3                                      ※２ 

㈱唐 楽 家 
 

㈱ア   ト   ム（当社） 
（フランチャイズ店舗を含む）  ㈱アトムボーイ 

                                          商標及び「鉄腕アトム」 
                                          に関する著作権使用許諾 
        米の販売                寿司ご飯及び米等の販売        
 
   ※１ 

㈱ア  ト  ム  ラ  イ  ス 

 
   ※１ 連結子会社 
   ※２ 関連会社で持分法非適用会社 
   ※３ 平成１５年４月１日付にて吸収合併いたしました。 
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２．経 営 方 針 
 
（１）会社の経営の基本方針 
    当社グループは、すし部門として廻転寿司の「アトムボーイ」「海鮮アトム」「回転アトムすし」「にぎりの徳兵

衛」並びにレストラン部門では焼肉の「カルビ大将」「唐楽家」、韓国料理の「韓の食卓」、和食の「えちぜん」「歓

喜亭」「かつ時」、新中華美食「ザ・フォーロン」およびイタリア料理の「ラ・アモーレ」等の多業態を開発営業し

ている総合外食事業会社であります。 
    当社グループは、経営理念として、お客様の食文化の創造と地域社会に貢献することを目ざしており、常にお客

様への貢献を第一に考え、お客様の満足度の充実、喜ばれ信頼される企業として発展し、長期的かつ安定的な成長

に全力をあげております。 
 
（２）会社の利益配分に関する基本方針 
    当社グループは、株主の皆様への利益還元を企業経営の重要な柱と考え、収益力の向上と財務体質の強化を図り

ながら、安定的な配当を継続的にかつ長期にわたり実施することを基本方針としております。 
    また、内部保留金につきましては、経営体質の強化と将来の事業展開に備えて、企業価値の向上に努める所存で

あります。 
 
（３）会社の対処すべき課題 
    今後の見通しにつきましては、景気の先行きは依然として不透明な状況が続き外食産業を取り巻く環境は大変厳

しく個人消費の低迷、外食デフレの進行で低価格志向が続くなか、更に競合各社の激化により厳しい状況が続くも

のと思われます。 
    このような状況の中、当社は着実な成長を図るため積極的な出店と既存店体質の強化を行うとともに、「新業態

の開発」「不振店の活性化」「時流に合う商品と安全、安心の提供」「自立できる人材の育成」等を基本方針とし、

より一層の業績向上に取組んでまいります。 
 
（４）会社の経営管理組織等（コーポレート、ガバナンスの充実）に関する施策 

当社グループは激しく変化する経営環境に対処するため、迅速且つ適時な意思決定と業務を執行するための社内

の組織体制の確立整備を行い、業務の円滑な流れと責任体制を明確にしております。 
取締役会、営業会議、店長会議等により、社内的な情報の共有化を図りながら適切な状況処理対応で迅速化を図

っています。社内的に共有された情報は株主はじめ全てのステークホルダーの方々へタイムリーに充実した開示を

すべく努力しております。 
 

３．経営成績及び財政状態 
 

（１）経営成績 
  １．当期の概況 
 当連結会計年度における我が国経済は、バブル以来の株価の低迷と相次ぐ企業倒産等で失業率は高止まりとなり、

所得環境も依然として悪化傾向となり、個人消費の低迷は消費者物価の下落を招き、デフレ経済は一段と強まりま

した。外食産業におきましては、デフレ不況で５年連続して市場は縮小し各企業の競争は益々し烈となっており一

部の和風・中華レストラン等の新規出店の増加で店舗数は増加いたしましたが、コンビニや中華市場の勢力の拡大

ならびに個人消費の低迷で客数は激少し、既存店売上高は前年割れが続き、経営環境は一段と厳しさを増しており

ます。このような状況のもとで、当社グループは経営の基本方針に沿って積極的な出店ならびに業態変更に取り組

み、更に競合他社との差別化を進めながら新業態の開発にも注力するとともに、お客様の多様化するニーズに応え

ることを第一に対処してまいりました。特に業態開発力、商品開発力の強化を前面に出して不振店の活性化、社内

業務の改善による効率化、コストの引き下げ、経営全般にわたる見直しを行いましたが、ほぼ期初の予想の範囲に

とどまりました。 
当社グループは常にお客様の満足と健康にこだわりながら売上促進活動を展開し、100万人ポイントカードの達成
等常にお客様の立場に立ったお客様本位の営業に徹して諸政策を推進してまいりました。また、「すし部門」では

競合激化に対応するため高級志向で付加価値の高い新業態として「にぎりの徳兵衛」を開発し、他店との差別化を

鮮明にし、「レストラン部門」前期に引続き「韓の食卓」と「ザ・フォーロン」を重点的に取り組んでまいりまし

た。 
新規出店につきましては廻転寿司の「すし部門」では直営店７店舗、ＦＣ店１店舗のあわせて８店舗、「レスト

ラン部門」では直営店 14店舗、FC店１店舗のあわせて 15店舗を出店いたしました。 
業態変更につきましては廻転寿司の「すし部門」では直営店９店舗、FC店６店舗のあわせて 15店舗、「レスト
ラン部門」では直営店７店舗を行いました。 
一方閉店につきましては「すし部門」では直営店４店舗、ＦＣ店 9 店舗）のあわせて 13 店舗、「レストラン部
門」では直営店４店舗、ＦＣ店１店舗のあわせて５店舗の閉店となりました。この結果当期末の店舗数は廻転寿司

の「すし部門」の「アトムボーイ」24店舗（直営店７店舗、ＦＣ店 17店舗）、「海鮮アトム」56店舗（直営店 34
店舗、ＦＣ店 22 店舗）、｢回転アトムすし｣40 店舗（｢直営店 26 店舗、ＦＣ店 14 店舗｣、「にぎりの徳兵衛」９店
舗（直営店８店舗、ＦＣ店１店舗）、「レストラン部門」の「すし王」13店舗（直営店１店舗、ＦＣ店 12店舗）、
「えちぜん」23店舗（直営店 17店舗、ＦＣ店６店舗）、「カルビ大将」35店舗（直営店 31店舗、ＦＣ店４店舗）、
「唐楽家」20店舗（直営店 19店舗、ＦＣ店１店舗）、「かつ時」24店舗（直営店 18店舗、ＦＣ店６店舗）、「ラ・
アモーレ」４店舗（直営店４店舗）、「時の国歓喜」３店舗（直営店３店舗）、「ザ・フォーロン」13 店舗（直営店
13 店舗）、「歓喜亭」６店舗（直営店６店舗）、「韓の食卓」14 店舗（直営店 12 店舗、ＦＣ店２店舗）、「万豚麺」
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５店舗（直営店３店舗、ＦＣ店２店舗）、「すし和食にぎりの徳兵衛」２店舗（直営店２店舗）、その他７店舗（直

営店２店舗、ＦＣ店５店舗）の合計 298店舗（直営店 206店舗、ＦＣ店 92店舗）となっております。 
 以上の結果、当連結会計年度は次のような業績を収めることができました。まず、店舗売上高は 268億 20百万
円で、廻転寿司の「すし部門」は 98億 45百万円、和食の「えちぜん」、焼肉の「カルビ大将」、炭火焼肉の「唐
楽家」、とんかつの「かつ時」、イタリア料理の「ラ・アモーレ」、居食屋「時の国歓喜」、新中華料理「ザ・フォー

ロン」、韓国料理「韓の食卓」、らーめん「万豚麺」の「レストラン部門」は 169億 74百万円、食材売上の「食材
部門」は 12億 93百万円、ロイヤルティー・加盟金等の「その他」として３億 53百万円となり、売上高合計で
284億 66百万円（前年同期比 5.6％増）となりました。また、経常利益は６億 54百万円（同 32.2%増）、当期純
利益は２億 28百万円（同 39.3％増）となりました。 

  ２．次期の見通し 
    次期の見通しにつきましては厳しい環境下ではありますが、お客様の日々変化に対応すべく積極的な営業活動を

展開し、主力のすし部門は新業態として高級志向の廻転寿司「にぎりの徳兵衛」を含め合計３店舗、更にレストラ

ン部門は焼肉業態「カルビ大将」２店舗、新中華美食「フォーロン」を２店舗、の合計７店舗の出店を計画してお

ります。 
    以上により、次期の業績見通しとしましては、売上高２９１億３３百万円（前年同期比２．３％増）、経常利益

６億５８百万円（同０．５％増）、当期純利益２億９５百万円（同２８．９％増）を見込んでおります。 
 
（２）財政状態 
   当連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計期間末に比べて

３億６０百万円増加し、この結果、当連結会計期間末残高は１６億６７百万円となりました。 
 
 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 
    営業活動の結果得られた資金は２２億２１百万円（前年同期比７４．１％増）となりました。これは前連結会計

期間に比べ減価償却費（1億６０百万円増）や投資有価証券評価損（１億３０百万円増）などの非資金損失が増加
し、法人税等の支払額も４億２０百万円減少したことが主な要因であり、資金の流入額としては前連結会計期間に

比べ９億４５百万円の増加となりました。 
 
 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
    投資活動の結果使用した資金は２５億７４百万円（前年同期比３．５％減）となりました。主な資金の使途は、

有形固定資産の取得（２１億４２百万円）、敷金保証金の支払い及び店舗賃借仮勘定の支払い（５億５３百万円）

であり、資金の流出額としては前連結会計期間に比べ９２百万円の減少となりました。 
 
 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
    財務活動の結果得られた資金は７億１３百万円（前年同期比４０．２％減）となりました。借入金や社債の発行

（発行価額１５億００百万円）による資金の獲得を行いましたが、一方では転換社債の償還（償還価額２８億４５

百万円）を実施いたしました。この結果、資金の流入額としては前連結会計期間に比べ４億７９百万円の減少とな

りました。 
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４．連結財務諸表等 
（１）連結貸借対照表                                   （単位：百万円） 

当連結会計年度 
（平成１５年３月３１日現在） 

前連結会計年度 
（平成１４年３月３１日現在） 比較増減 期   別

 
科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

 
 

（ 資 産 の 部 ）             
Ⅰ．流 動 資 産         
 １．現 金 及 び 預 金         
 ２．売 掛 金         
 ３．有 価 証 券         
 ４．た な 卸 資 産         
 ５．繰 延 税 金 資 産         
 ６．そ の 他         
 ７．貸 倒 引 当 金         

 
 
 
 

２，２３１ 
２６９ 
９ 
１８１ 
５８ 
４５１ 
△２７ 

％  
 
 
 

１，８８２ 
２４０ 
－ 
１８０ 
２４ 
３４４ 
△１２ 

％  
 
 
 

３４９ 
２９ 
９ 
０ 
３３ 
１０７ 
△１５ 

流 動 資 産 合 計             
 
Ⅱ．固 定 資 産         
 １．有 形 固 定 資 産         
 （１）建物及び構築物 
 （２）土 地        
 （３）建 設 仮 勘 定 
 （４）そ の 他        

３，１７５ 
 
 
 

９，３９４ 
１，３０５ 
１７９ 
６０１ 

１５．２ ２，６６０ 
 
 
 

８，１５６ 
１，３２０ 
５０６ 
５４３ 

１３．９ ５１４ 
 
 
 

１，２３７ 
△１４ 
△３２７ 
５７ 

有 形 固 定 資 産 合 計             
 
 ２．無 形 固 定 資 産         
 （１）営 業 権        
 （２）そ の 他        

１１，４８０ 
 
 
６４ 
２０５ 

５５．１ １０，５２６ 
 
 
５１ 
２２４ 

５４．９ ９５３ 
 
 
１３ 
△１８ 

無 形 固 定 資 産 合 計             
 
 ３．投資その他の資産 
 （１）投資有価証券        
 （２）長 期 貸 付 金        
 （３）長期前払費用 
 （４）敷 金 保 証 金        
 （５）会 員 権        
 （６）繰延税金資産 
 （７）そ の 他        
 （８）貸 倒 引 当 金        

２７０ 
 
 

６２４ 
２５３ 
２８６ 
４，１９７ 
１０７ 
２２１ 
３６３ 
△１２２ 

１．３ ２７５ 
 
 

７９２ 
２４４ 
２４２ 
３，７０７ 
１０７ 
２３３ 
５８８ 
△２１１ 

１．４ △５ 
 
 

△１６８ 
９ 
４３ 
４８９ 
△０ 
△１１ 
△２２４ 
８９ 

投資その他の資産合計             ５，９３１ ２８．４ ５，７０４ ２９．８ ２２６ 
固 定 資 産 合 計             １７，６８１ ８４．８ １６，５０７ ８６．１ １，１７４ 
資 産 合 計             ２０，８５６ １００．０ １９，１６７ １００．０ １，６８８ 
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                                            （単位：百万円） 
当連結会計年度 

（平成１５年３月３１日現在） 
前連結会計年度 

（平成１４年３月３１日現在） 比較増減 期   別

 
科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

 
 

（ 負 債 の 部 ）             
Ⅰ．流 動 負 債         
 １．買 掛 金         
 ２．１年内償還予定の社債 
３．１年内償還予定 の転換社 債 
 ４．短 期 借 入 金         
 ５．未 払 金         
 ６．未 払 費 用         
 ７．未 払 法 人 税 等         
 ８．未 払 消 費 税 等         
 ９．賞 与 引 当 金         
１０．そ の 他         

 
 
 
 

１，０１７ 
２４０ 
９０ 

２，５３８ 
１，０６２ 
７６ 
１１４ 
３９ 
７５ 
２４３ 

％  
 
 
 

９９８ 
－ 
－ 

１，８４９ 
８４９ 
７５ 
２２ 
９３ 
７６ 
１８５ 

％  
 
 
 
１８ 
２４０ 
９０ 
６８９ 
２１３ 
０ 
９１ 
△５３ 
△１ 
５７ 

流 動 負 債 合 計             
 
Ⅱ．固 定 負 債         
 １．社 債 
 ２．転 換 社 債         
 ３．長 期 借 入 金         
 ４．預 り 保 証 金         
 ５．退職給付引当金         
 ６．役員退職慰労引当金 
 ７．連 結 調 整 勘 定         
 ８．そ の 他         

５，４９６ 
 
 

１，１４０ 
－ 

５，３１４ 
１４５ 
１０９ 
１９３ 
２ 
５２２ 

２６．４ ４，１５２ 
 
 
－ 

２，９３５ 
３，５７０ 
１５３ 
９７ 
１９６ 
４ 
１８０ 

２１．７ １，３４４ 
 
 

１，１４０ 
△２，９３５ 
１，７４３ 
△７ 
１２ 
△２ 
△２ 
３４２ 

固 定 負 債 合 計             ７，４２８ ３５．６ ７，１３８ ３７．２ ２９０ 
１２，９２５ ６２．０ １１，２９０ ５８．９ １，６３４ 負 債 合 計             

 
（ 資 本 の 部 ）             
Ⅰ．資 本 金         
Ⅱ．資 本 準 備 金         
Ⅲ．連 結 剰 余 金         

 
 
－ 
－ 
－ 

 
 
－ 
－ 
－ 

 
 

２，３５３ 
２，５４９ 
３，０３１ 

 
 

１２．３ 
１３．３ 
１５．８ 

 
 

△２，３５３ 
△２，５４９ 
△３，０３１ 

Ⅳ．その他有価証券評価差額金 － － △５４ △０．３ ５４ 
Ⅴ．自 己 株 式         － － △１ △０．０ １ 
資 本 合 計             － － ７，８７７ ４１．１ △７，８７７ 
Ⅰ．資 本 金         
Ⅱ．資 本 剰 余 金 
Ⅲ．利 益 剰 余 金 
Ⅳ．その他有価証券評価差額金 
Ⅴ．自 己 株 式 

２，３５３ 
２，５４９ 
３，１００ 
△６５ 
△５ 

１１．３ 
１２．２ 
１４．８ 
△０．３ 
△０．０ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

－ 
－ 
－ 
－ 
－ 

２，３５３ 
２，５４９ 
３，１００ 
△ ６５ 
△５ 

資 本 合 計             ７，９３１ ３８．０ － － ７，９３１ 
負 債 及 び 資 本 合 計 ２０，８５６ １００．０ １９，１６７ １００．０ １，６８８ 
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（２）連結損益計算書                                   （単位：百万円） 
当連結会計年度 

平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前連結会計年度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

比較増減 
 

期   別

 
 
科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 

 
Ⅰ．売 上 高         
Ⅱ．売 上 原 価         

 
２８，４６６ 
１１，３５８ 

％ 
１００．０ 
３９．９ 

 
２６，９４６ 
１１，０７１ 

％ 
１００．０ 
４１．１ 

 
１，５２０ 
２８７ 

 売 上 総 利 益           
 
Ⅲ．販売費及び一般管理費 
 １．販 売 手 数 料         
 ２．販 売 運 送 費         
 ３．広 告 宣 伝 費         
 ４．役 員 報 酬         
 ５．従業員給料手当及び賞与 
 ６．賞与引当金繰入額 
 ７．そ の 他 人 件 費 
 ８．退 職 給 付 費 用         
 ９．役員退職慰労引当金繰入額 
１０．法 定 福 利 費         
１１．福 利 厚 生 費         
１２．水 道 光 熱 費         
１３．消 耗 品 費         
１４．旅 費 交 通 費         
１５．衛 生 費         
１６．租 税 公 課         
１７．賃 借 料         
１８．減 価 償 却 費         
１９．貸倒引当金繰入額 
２０．そ の 他 

１７，１０８ 
 
 

３，０６２ 
６６ 
３４３ 
１５９ 
１，６２４ 
７１ 

２，５８７ 
３４ 
１５ 
３１０ 
２９３ 
１，１４６ 
５８６ 
５４ 
５２１ 
１１５ 
３，１２８ 
１，４６１ 
４８ 
９４９ 

６０．１ １５，８７５ 
 
 

１，９７７ 
７０ 
２６８ 
１７３ 
１，８３３ 
７３ 

３，０００ 
１６ 
２０ 
３１０ 
３２７ 
１，０７７ 
５９６ 
６０ 
５４６ 
１００ 
２，８５１ 
１，３１０ 
３６ 
８６５ 

５８．９ １，２３３ 
 
 

１，０８４ 
△３ 
７４ 
△１４ 
△２０８ 
△１ 
△４１２ 
１７ 
△５ 
△０ 
△３３ 
６９ 
△９ 
△５ 
△２５ 
１４ 
２７７ 
１５１ 
１１ 
８４ 

販売費及び一般管理費合計 １６，５８３ ５８．３ １５，５１９ ５７．６ １，０６３ 
 営 業 利 益           ５２５ １．８ ３５５ １．３ １６９ 
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                                             （単位：百万円） 
当連結会計年度 

平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前連結会計年度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

比較増減 
 

期   別

 
 
科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 

 
Ⅳ．営 業 外 収 益         
 １．受 取 利 息         
 ２．受 取 配 当 金         
 ３．手 数 料 収 入         
 ４．不動産賃貸収入         
 ５．営業権売却収入         
 ６．連結調整勘定償却額 
 ７．そ の 他 

 
 
３１ 
５ 
１３９ 
３００ 
４８ 
２ 
５５ 

％  
 
２６ 
４ 
１０３ 
２５６ 
６２ 
２ 
３９ 

％  
 
４ 
０ 
３５ 
４４ 
△１３ 
－ 
１５ 

営 業 外 収 益 合 計             ５８４ ２．１ ４９５ １．８ ８８ 
 
Ⅴ．営 業 外 費 用         
 １．支 払 利 息         
 ２．不動産賃貸原価         
 ３．自己株式売却損         
 ４．会 員 権 評 価 損         
５．貸倒引当金繰入額 
 ６．社 債 発 行 費 
 ７．そ の 他 

 
 

１１１ 
２８９ 
－ 
０ 
６ 
２９ 
１６ 

  
 
８５ 
２５０ 
４ 
１ 
－ 
－ 
１３ 

  
 
２５ 
３８ 
△４ 
△１ 
６ 
２９ 
３ 

営 業 外 費 用 合 計             ４５４ １．６ ３５６ １．３ ９８ 
 経 常 利 益           
 
Ⅵ．特 別 利 益         
 １．固定資産売却益 
 ２．投資有価証券売却益 
 ３．移 転 補 償 金 
 ４．役員退職慰労引当金戻入額 

６５４ 
 
 
７ 
２ 
９７ 
６ 

２．３ ４９５ 
 
 
－ 
１９ 
－ 
－ 

１．８ １５９ 
 
 
７ 
△１７ 
９７ 
６ 

特 別 利 益 合 計             
 
Ⅶ．特 別 損 失         
 １．固定資産売却損         
 ２．固定資産除却損         
 ３．投資有価証券評価損 
 ４．会 員 権 評 価 損         
 ５．貸倒引当金繰入額 
６．社 債 償 還 損         
７．賃借契約解約損 
 ８．債 務 保 証 損 失 

１１２ 
 
 
０ 
４５ 
１７０ 
－ 
－ 
７３ 
２３ 
６ 

０．４ １９ 
 
 
０ 
８ 
３９ 
９ 
３１ 
０ 
０ 
－ 

０．１ ９３ 
 
 
０ 
３７ 
１３０ 
△９ 
△３１ 
７３ 
２３ 
６ 

特 別 損 失 合 計             ３２０ １．１ ８９ ０．３ ２３１ 
税金等調整前当期純利益  
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額 

４４６ 
２３２ 
△１４ 

１．６ 
０．８ 
△０．０ 

４２５ 
２５８ 
２ 

１．６ 
１．０ 
０．０ 

２１ 
△２６ 
△１６ 

 当 期 純 利 益           ２２８ ０．８ １６４ ０．６ ６４ 
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（３）連結剰余金計算書                                  （単位：百万円） 
当連結会計年度 

平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前連結会計年度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

比較増減 
 

期   別 

 
 
科   目 金   額 金   額 金   額 

Ⅰ．連 結 剰 余 金 期 首 残 高             － ３，０７４ △３，０７４ 
Ⅱ．連 結 剰 余 金 減 少 高             
 １．配 当 金             
 ２．役 員 賞 与             

 
－ 
－ 

 
１８３ 
２４ 

 
△１８３ 
△２４ 

連 結 剰 余 金 減 少 高 合 計                 － ２０８ △２０８ 
Ⅲ．当 期 純 利 益             － １６４ △１６４ 
Ⅳ．連 結 剰 余 金 期 末 残 高             － ３，０３１ △３，０３１ 
（ 資 本 剰 余 金 の 部 ）    
Ⅰ．資 本 剰 余 金 期 首 残 高 ２，５４９ － ２，５４９ 
Ⅱ．資 本 剰 余 金 期 末 残 高 ２，５４９ － ２，５４９ 
（ 利 益 剰 余 金 の 部 ） 
Ⅰ．利 益 剰 余 金 期 首 残 高   
Ⅱ．利 益 剰 余 金 増 加 高 
１．当 期 純 利 益  

 
３，０３１ 

 
２２８ 

 
－ 

 
－ 

 
３，０３１ 

 
２２８ 

利 益 剰 余 金 増 加 高 合 計 
Ⅲ．利 益 剰 余 金 減 少 高 
１．配 当 金 
２．役 員 賞 与  

２２８ 
 

１４６ 
１３ 

－ 
 
－ 
－ 

２２８ 
 

１４６ 
１３ 

利 益 剰 余 金 減 少 高 合 計 １５９ － １５９ 
Ⅳ．利 益 剰 余 金 期 末 残 高 ３，１００ － ３，１００ 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書                            (単位：百万円) 
当連結会計年度 

平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前連結会計年度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

比較増減 
 

期   別 

 
 
科   目 金   額 金   額 金   額 

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー 
 税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益               
 減 価 償 却 費               
 連 結 調 整 勘 定 償 却 額               
 退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額               
 役員退職慰労引当金の増減額               
 賞 与 引 当 金 の 増 減 額               
 貸 倒 引 当 金 の 増 減 額               
 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金               
 支 払 利 息               
 固 定 資 産 売 却 益 
 固 定 資 産 売 却 損 
 固 定 資 産 除 却 損               
 賃 借 契 約 解 約 損               
 投 資 有 価 証 券 売 却 益               
 自 己 株 式 売 却 損                
 投 資 有 価 証 券 評 価 損               
 会 員 権 評 価 損               
 社 債 償 還 損               
 営 業 権 売 却 収 入               
 社 債 発 行 費 
 移 転 補 償 金 
 債 務 保 証 損 失 
 売 上 債 権 の 増 減 額               
 た な 卸 資 産 の 増 減 額               
 仕 入 債 務 の 増 減 額               
 未 払 消 費 税 等 の 増 減 額               
 役 員 賞 与 の 支 払 額               
 そ の 他 の 増 減 額               

 
４４６ 
１，５６３ 
△２ 
１２ 
△２ 
△１ 
△７３ 
△３７ 
１１１ 
△７ 
０

４５ 
２３ 
△２ 
－ 
１７０ 
－ 
７３ 
△４８ 
２９ 
△９７ 
６ 
△２９ 
△０ 
１８ 
△５３ 
△１３ 
２３３ 

 
４２５ 
１，４０２ 
△２ 
４ 
１６ 
０ 
４１ 
△３１ 
８５ 
－ 
０ 
８ 
０ 
△１９ 
４ 
３９ 
９ 
０ 
△６２ 
－ 
－ 
－ 
７１ 
１６ 
△３７ 
２ 
△２４ 
△４７ 

 
２１ 
１６０ 
－ 
７ 
△１９ 
△１ 
△１１４ 
△５ 
２５ 
△７ 
０ 
３７ 
２３ 
１７ 
△４ 
１３０ 
△９ 
７３ 
１３ 
２９ 
△９７ 
６ 

△１００ 
△１７ 
５６ 
△５６ 
１１ 
２８０ 

小       計 
 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額               
 利 息 の 支 払 額               
 移 転 補 償 金 の 受 取 額 
 債務保証履行に伴う支払額 
 法 人 税 等 の 支 払 額               

２，３６５

１７

△１１１

９７

△６

△１４０

１，９０４ 

１９ 

△８７ 

－ 

－ 

△５６０ 

４６０ 
△２ 
△２４ 
９７ 
△６ 
４２０ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ２，２２１ １，２７５ ９４５ 
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 (単位：百万円) 
当連結会計年度 

平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前連結会計年度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

比較増減 
 

期   別 

 
 
科   目 金   額 金   額 金   額 
Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー 
 有価証券の売却による収入               
 有形固定資産の取得による支出  
 有形固定資産の売却による収入 
 営 業 権 の 売 却 に よ る 収 入               
 無形固定資産の取得による支出 
 無形固定資産の売却による収入 
 投資有価証券の取得による支出 
 投資有価証券の売却による収入 
 貸 付 け に よ る 支 出               
 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入               
 敷金保証金の支払いによる支出 
 敷金保証金の返還による収入               
 店舗賃借仮勘定の支払いによる支出  
 そ の 他 投 資 に よ る 増 減 額               

 
－ 

△２，１４２ 
３３ 
５０ 
△６７ 
０ 
△７７ 
４９ 
△４５７ 
４１８ 
△３９３ 
１７９ 
△１６０ 
△７ 

 
１０ 

△２，３９５ 
６５ 
７５ 
△２５ 
０ 

△１７３ 
１２１ 
△２５８ 
２５４ 
△２５６ 
１６６ 
△２７５ 
２４ 

 
△１０ 
２５３ 
△３２ 
△２４ 
△４１ 
△０ 
９６ 
△７２ 
△１９９ 
１６４ 
△１３７ 
１３ 
１１４ 
△３２ 

投資活動によるキャッシュ・フロー 
Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー 
 借 入 れ に よ る 収 入               
 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出               
 社 債 の 発 行 に よ る 収 入 
 社債（転換社債を含む）の償還による支出  
 自己株式の取得（売却）による支出（収入） 
 配 当 金 の 支 払 額               

△２，５７４ 
 

１４，１６０ 
△１１，７２７ 
１，４７０ 
△３，０３８ 
△４ 
△１４６ 

△２，６６６ 
 

８，４７５ 
△７，１２２ 

－ 
△２５ 
４８ 
△１８３ 

９２ 
 

５，６８５ 
△４，６０４ 
１，４７０ 
△３，０１３ 
△５３ 
３６ 

財務活動によるキャッシュ・フロー ７１３ １，１９２ △４７９ 
Ⅳ．現金及び現金同等物の増加額 
Ⅴ．現金及び現金同等物の期首残高 

３６０ 
１，３０６ 

△１９８ 
１，５０４ 

５５８ 
△１９８ 

Ⅵ．現金及び現金同等物の期末残高 １，６６７ １，３０６ ３６０ 
 
 
 （５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  １．連結の範囲に関する事項 
  （１）連結子会社数   ２社 
     連結子会社の名称 
      株式会社アトムライス   株式会社唐楽家 
  （２）非連結子会社数  0社 
 
  ２．持分法の適用に関する事項 
     関連会社株式会社アトムボーイについては、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外しております。 
 
  ３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
     連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。 
 
  ４．会計処理基準に関する事項 
  （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
    １．有価証券 
      満期保有目的の債券              償却原価法（定額法）を採用しております。 
      そ の 他 有 価 証 券            
       時価のあるもの      決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 
       時価のないもの      移動平均法による原価法を採用しております。 
    ２．たな卸資産 
      商品・原材料・貯蔵品    最終仕入原価法を採用しております。 
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  （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
       有形固定資産については、定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）については、定額法）を採用しております。 
       なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
        建物及び構築物     １０～３４年 
  （３）重要な引当金の計上基準 
      貸 倒 引 当 金            売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 
      賞 与 引 当 金            従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給実績を基に、当連結会計年度分を計

上しております。 
      退 職 給 付 引 当 金            従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。 
                  数理計算上の差異は、翌連結会計年度に一括処理することとしております。 
      役員退職慰労引当金   役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。 
  （４）重要なリース取引の処理方法 
       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
  （５）重要なヘッジ会計の方法 
      ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しております。 
      ヘッジ手段とヘッジ対象   ヘッジ手段   金利スワップ 
                    ヘッジ対象   借 入 金       
      ヘ ッ ジ 方 針              金利リスク低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 
      有 効 性 評 価 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略し

ております。 
  （６）消費税等の会計処理 
       税抜方式によっております。 
  （７）自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

 「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成 14年 4月１日以後
に適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準によっております。これによる当連

結会計年度の損益に与える影響はありません。なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度にお

ける連結貸借対照表の資本の部及び連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成し

ております。 
   

  （８）1株当たり情報 
 「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第 2号）及び「1株当たり当期純利益に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成 14年４月１日以後開始する連結会計年度に係
る連結財務諸表から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指針によ

っております。 
 

  ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
     連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 
 
  ６．連結調整勘定の償却に関する事項 
     連結調整勘定の償却については、５年間の均等償却を行っております。 
 
  ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
     連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成して

おります。 
 
  ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
     連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。 
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注 記 事 項 
 （連結貸借対照表関係） 

当連結会計年度 
（平成１５年３月３１日現在） 

前連結会計年度 
（平成１４年３月３１日現在） 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
 ７，９６０百万円 
２．関連会社に対する主な資産及び負債は次のとおりで

あります。 
   投資有価証券        １０百万円 
３．担保に供している資産 
   建物及び構築物 １８６百万円 
   土 地        ９５９百万円 
   投資有価証券        ２９３百万円 
      計 １，４３９百万円 
  上記資産は下記の債務の担保に供しております。 
   長 期 借 入 金        １，５０６百万円 
   （１年内返済予定分を含む） 
   有 価 証 券          ９百万円 
   投資有価証券        １４百万円 
      計            ２４百万円  
  上記を前払式証票の規制等に関する法律に基づき

供託しております。 
４．保証債務 
 ３１４百万円 
５．自己株式の数 
                  ４，３５９株 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
 ６，５７５百万円 
２．関連会社に対する主な資産及び負債は次のとおりで

あります。 
   投資有価証券        １０百万円 
３．担保に供している資産 
   建物及び構築物 ２０８百万円 
   土 地        ９７３百万円 
   投資有価証券        ３８９百万円 
      計 １，５７２百万円 
  上記資産は下記の債務の担保に供しております。 
   長 期 借 入 金        １，６００百万円 
   （１年内返済予定分を含む） 
   投資有価証券        １９百万円  

  上記を前払式証票の規制等に関する法律に基づき

供託しております。 
 
 
４．保証債務 
 ２６５百万円 
５．        ―――              
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 （連結損益計算書関係）   
当連結会計年度 

平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前連結会計年度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

 

１．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 
   土地               ７百万円 
２．移転補償金の内容は次のとおりであります。 
   一般国道改築による建物移転料等 ９７百万円  
３．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 
   有形固定資産のその他 ０百万円 
   （車輌及び運搬具） 
４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
   建物及び構築物 ３０百万円 
   有形固定資産のその他 ３百万円 
   （器具及び備品） 
   無形固定資産のその他 ０百万円 
   （水道施設利用権）               
   投資その他の資産のその他        １１百万円 
   （店舗賃借仮勘定）               

     計 ４５百万円 
5．賃借契約解約損の内容は次のとおりであります。 
   無形固定資産のその他         ０百万円 
   （権利金） 
   敷 金 保 証 金        １９百万円 
   中 途 解 約 金         ３百万円 
        計            ２３百万円 

１．        ――― 
 
２．        ――― 
 
３．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 
   有形固定資産のその他 ０百万円 
   （車輌及び運搬具） 
４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
   建物及び構築物 ４百万円 
   有形固定資産のその他 １百万円 
   （車両及び運搬具） 
   有形固定資産のその他 ２百万円 
   （器具及び備品） 
   無形固定資産のその他 ０百万円 
   （権利金）                  
     計 ８百万円 
5．賃借契約解約損の内容は次のとおりであります。 
敷 金 保 証 金         ０百万円 

 

 
 （連結キャッシュ・フロー計算書関係）   

当連結会計年度 
平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前連結会計年度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 
              （平成15年3月31日現在） 
 現金及び預金勘定 ２，２３１百万円 
 預入期間が３ヶ月を 
 超える定期預金等 △５６４百万円 
 現金及び現金同等物 １，６６７百万円 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 
              （平成14年3月31日現在） 
 現金及び預金勘定 １，８８２百万円 
 預入期間が３ヶ月を 
 超える定期預金等 △５７５百万円 
 現金及び現金同等物 １，３０６百万円 
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（リース取引関係） 
当連結会計年度 

平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前連結会計年度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額および期末残高相当額 
  取得価額相当額 
   建物及び構築物 ４６３百万円 
   そ の 他        ３，８３５百万円 
      計 ４，２９８百万円 
  減価償却累計額相当額 
   建物及び構築物 ３７百万円 
   そ の 他        １，８３２百万円 
      計 １，８６９百万円 
  期末残高相当額 
   建物及び構築物 ４２６百万円 
   そ の 他        ２，００２百万円 
      計 ２，４２９百万円 
（２）未経過リース料期末残高相当額 
   １ 年 内 ７２３百万円 
   １ 年 超 １，７９２百万円 
     計 ２，５１５百万円 
（３）支払リース料、減価償却費相当額および支払利

息相当額 
  支 払 リ ー ス 料         ８２７百万円 
  減価償却費相当額 ７２５百万円 
  支払利息相当額         １１０百万円 
（４）減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 
（５）利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 
２．オペレーティング・リース取引 
 未経過リース料 
   １ 年 内 １３１百万円 
   １ 年 超 １，２２９百万円 
     計 １，３６１百万円 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額および期末残高相当額 
  取得価額相当額 
   建物及び構築物 ２１９百万円 
   そ の 他        ３，２９４百万円 
      計 ３，５１４百万円 
  減価償却累計額相当額 
   建物及び構築物 １８百万円 
   そ の 他        １，５６９百万円 
      計 １，５８８百万円 
  期末残高相当額 
   建物及び構築物 ２００百万円 
   そ の 他        １，７２５百万円 
      計 １，９２５百万円 
（２）未経過リース料期末残高相当額 
   １ 年 内 ６０６百万円 
   １ 年 超 １，３９６百万円 
     計 ２，００２百万円 
（３）支払リース料、減価償却費相当額および支払利

息相当額 
  支 払 リ ー ス 料         ７４２百万円 
  減価償却費相当額 ６５３百万円 
  支払利息相当額         ９８百万円 
（４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 
 

（５）利息相当額の算定方法 
同左 

 
 

２．オペレーティング・リース取引 
 未経過リース料 
   １ 年 内 １３１百万円 
   １ 年 超 １，３５６百万円 
     計 １，４８７百万円 



- 16 - 

（有価証券関係） 
有価証券 

 当連結会計年度（平成１５年３月３１日現在） 
 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 

種    類 連結貸借対照表計上額 時    価 差  額 
（１）国債・地方債等 
（２）社債 
（３）その他 

１９ 
－ 
－ 

１９ 
－ 
－ 

０ 
－ 
－ 

時価が 
連結貸借対照表 
計上額を 
超えるもの 小    計 １９ １９ ０

（１）国債・地方債等 
（２）社債 
（３）その他 

４

－

－

４ 

－ 

－ 

△０

－

－

時価が 
連結貸借対照表 
計上額を 
超えないもの 小    計 ４ ４ △０

合     計 ２４ ２４ ０

 
 ２．その他有価証券で時価のあるもの                           （単位：百万円） 

種    類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額 
（１）株式 
（２）債券 
  ①国債・地方債等 
  ②社債 
  ③その他 
（３）その他 

１３６ 
 
－ 
－ 
－ 
－ 

１５７ 
 
－ 
－ 
－ 
－ 

２１ 
 
－ 
－ 
－ 
－ 

連結貸借対照表 
計上額が 
取得原価を 
超えるもの 

小    計 １３６ １５７ ２１

（１）株式 
（２）債券 
  ①国債・地方債等 
  ②社債 
  ③その他 
（３）その他 

４９１ 
 
－ 
－ 
－ 
８２ 

３７１ 
 
－ 
－ 
－ 
６９ 

△１１９ 
 
－ 
－ 
－ 
△１２ 

連結貸借対照表 
計上額が 
取得原価を 
超えないもの 

小    計 ５７３ ４４０ △１３２

合     計 ７１０ ５９８ △１１１

（注） 当連結会計年度において、有価証券について 170百万円（その他有価証券で時価のある株式 101百万円、その
他有価証券で時価のない株式 19百万円、その他有価証券で時価のある投資信託 48百万円）減損処理を行ってお
ります。 

    なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ５０％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、３０％～５０％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っております。 
 
 ３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） 
                        （単位：百万円） 
売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

４９ ２ －

 
 ４．時価評価されていない主な有価証券の内容  （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
１ 

 
 ５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （単位：百万円） 

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
１．債券 
（１）国債・地方債等 
（２）社債 
（３）その他 

２．その他 

 
９ 
－ 
－ 
－ 

 
１４ 
－ 
－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 
－ 

合    計 ９ １４ － －
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有価証券 
前連結会計年度（平成１４年３月３１日現在） 
 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                          （単位：百万円） 

種    類 連結貸借対照表計上額 時    価 差  額 
（１）国債・地方債等 
（２）社債 
（３）その他 

９ 
－ 
－ 

９ 
－ 
－ 

０ 
－ 
－ 

時価が 
連結貸借対照表 
計上額を 
超えるもの 小    計 ９ ９ ０

（１）国債・地方債等 
（２）社債 
（３）その他 

９

－

－

９ 

－ 

－ 

△０

－

－

時価が 
連結貸借対照表 
計上額を 
超えないもの 小    計 ９ ９ △０

合     計 １９ １９ ０

 
２．その他有価証券で時価のあるもの                             （単位：百万円） 

種    類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差  額 
（１）株式 
（２）債券 
  ①国債・地方債等 
  ②社債 
  ③その他 
（３）その他 

３０２ 
 
－ 
－ 
－ 
－ 

３４２ 
 
－ 
－ 
－ 
－ 

３９ 
 
－ 
－ 
－ 
－ 

連結貸借対照表 
計上額が 
取得原価を 
超えるもの 

小    計 ３０２ ３４２ ３９

（１）株式 
（２）債券 
  ①国債・地方債等 
  ②社債 
  ③その他 
（３）その他 

４３６ 
 
－ 
－ 
－ 
１１０ 

３３２ 
 
－ 
－ 
－ 
８１ 

△１０４ 
 
－ 
－ 
－ 
△２８ 

連結貸借対照表 
計上額が 
取得原価を 
超えないもの 

小    計 ５４７ ４１４ △１３３

合     計 ８５０ ７５７ △９３

（注） 当連結会計年度において、有価証券（その他有価証券で時価のある株式）について 39百万円減損処理を行って
おります。 

    なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ５０％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、３０％～５０％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性を考慮して必要と認められた額につ

いて減損処理を行っております。 
 
３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） 
                        （単位：百万円） 
売 却 額 売却益の合計額 売却損の合計額 

１２１ １９ －

 
 ４．時価評価されていない主な有価証券の内容  （単位：百万円） 

 連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 

 
６ 

 
 ５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 （単位：百万円） 

１年以内 １年超５年以内 ５年超１０年以内 １０年超 
１．債券 
（１）国債・地方債等 
（２）社債 
（３）その他 

２．その他 

 
－ 
－ 
－ 
－ 

 
１９ 
－ 
－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 
－ 

 
－ 
－ 
－ 
－ 

合    計 － １９ － －
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（デリバティブ取引関係） 
 当連結会計年度（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） 
 １．取引の状況に関する事項 
  （１）取引の内容 
      利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。 
  （２）取引に対する取組方針 
      金利スワップ取引は、長期借入金の残高の範囲内で取扱っております。 
  （３）取引の利用目的 
      金利スワップ取引は、長期借入金の支払利息軽減目的で行っております。 
      なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 
      ヘッジ会計の方法 
       金利スワップについて特例処理を採用しております。 
      ヘッジ手段とヘッジ対象 
       ヘッジ手段･･････金利スワップ   ヘッジ対象･･････借 入 金       
      ヘッジ方針 
       金利リスク低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 
      有効性評価の方法 
       金利スワップについて特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略しております。 
  （４）取引に係るリスクの内容 
      金利スワップ取引は、円ＴＩＢＯＲに連動しており、将来の金利変動によるリスクがあります。 
  （５）取引に係るリスク管理体制 
      デリバティブ取引に係る契約諦結業務は、経理部が担当しております。 
  （６）取引の時価等に関する事項についての補足説明 
      金利スワップ取引により支払金利が固定されるため、金利上昇リスクは回避できますが金利低下局面での利

益は享受できません。 
 ２．取引の時価等に関する事項 
   金利スワップについては特例処理を採用しているため、記載を省略しております。 
 
前連結会計年度（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） 
 １．取引の状況に関する事項 
  （１）取引の内容 
      利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取引であります。 
  （２）取引に対する取組方針 
      金利スワップ取引は、長期借入金の残高の範囲内で取扱っております。 
  （３）取引の利用目的 
      金利スワップ取引は、長期借入金の支払利息軽減目的で行っております。 
      なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 
      ヘッジ会計の方法 
       金利スワップについて特例処理を採用しております。 
      ヘッジ手段とヘッジ対象 
       ヘッジ手段･･････金利スワップ   ヘッジ対象･･････借 入 金       
      ヘッジ方針 
       金利リスク低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 
      有効性評価の方法 
       金利スワップについて特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略しております。 
  （４）取引に係るリスクの内容 
      金利スワップ取引は、円ＴＩＢＯＲに連動しており、将来の金利変動によるリスクがあります。 
  （５）取引に係るリスク管理体制 
      デリバティブ取引に係る契約諦結業務は、経理部が担当しております。 
  （６）取引の時価等に関する事項についての補足説明 
      金利スワップ取引により支払金利が固定されるため、金利上昇リスクは回避できますが金利低下局面での利

益は享受できません。 
 ２．取引の時価等に関する事項 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
 金利関連                                       （単位：百万円） 

当連結会計年度（平成１４年３月３１日現在） 
区 分 種   類 

契約額等 契約額等 
のうち１年超 時  価 評価損益 

市場取引 
以外の取引 

金利スワップ取引 
 変動受取・固定支払 

 
８９０ 

 
６７４ 

 
△３ 

 
△３ 

合    計 ８９０ ６７４ △３ △３ 
 （注）時価の算定方法 取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。 
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（退職給付関係） 
 １．採用している退職給付制度の概要 
    当社グループは、退職金規定に基づく社内積立の退職一時金制度を採用しております。 
２．退職給付債務及びその内訳                            （単位：百万円） 

当連結会計年度 
（平成１５年３月３１日現在） 

前連結会計年度 
（平成１４年３月３１日現在） 

退職給付債務 
（１）退職給付引当金 
（２）未認識数理計算上の差異 

１１５

１０９

５

１０８

９７

１１

３．退職給付費用の内訳                               （単位：百万円） 
当連結会計年度 

平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前連結会計年度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

退職給付費用 
（１）勤務費用 
（２）利息費用 
（３）数理計算上の差異の費用処理額 

３６

２３

１

１１

１８

１８

２

△２

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
当連結会計年度 

（平成１５年３月３１日現在） 
前連結会計年度 

（平成１４年３月３１日現在） 
（１）割引率 
（２）退職給付見込額の期間配分方法 
（３）数理計算上の差異の処理年数 

１．５％ 
期間定額基準 

1年 

１．５％ 
期間定額基準 

1年 
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（税効果会計関係） 
当連結会計年度 

（平成１５年３月３１日現在） 
前連結会計年度 

（平成１４年３月３１日現在） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 
 繰延税金資産 
  役員退職慰労引当金 ７７百万円 
  貸倒引当金 ４６百万円 
  その他有価証券評価差額金 ４６百万円 
  退職給付引当金 ３７百万円 
  賞与引当金 ２５百万円 
  会員権評価損 １５百万円 
  その他   ３７百万円 
繰延税金資産小計 ２８６百万円 
評価性引当額  △６百万円 
繰延税金資産合計 ２８０百万円 
繰延税金負債合計  － 百万円 
繰延税金資産の純額 ２８０百万円 
繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 
流動資産－繰延税金資産  ５８百万円 
 固定資産－繰延税金資産 ２２１百万円 
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 
（単位：％） 

 法 定 実 効 税 率          ４１．５ 
  （調  整） 
 法人住民税均等割額 ９．３ 
 子会社の繰延税金資産認識による影響  △８．３ 
 交際費等永久に損金に算入されない項目 ４．４ 
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 １．５ 
 そ の 他          ０．４ 
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 ４８．８ 
３．地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律
第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに
伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金

負債の計算（ただし、平成16年４月１日以降解消
が見込まれるものに限る）に使用した法定実効税率

は、前連結会計年度の41.5％から40.0％に変更され
ております。その結果、繰延税金資産の金額（繰延

税金負債の金額を控除した金額）が６百万減少し、

当連結会計年度に計上された法人税等調整額が同

額増加しております。 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 
 繰延税金資産 
  役員退職慰労引当金 ７９百万円 
  貸倒引当金 ５７百万円 
  その他有価証券評価差額金 ３８百万円 
  税法上の繰越欠損金 ３７百万円 
  退職給付引当金 ３１百万円 
  賞与引当金 １７百万円 
  会員権評価損 １６百万円 
  その他   １７百万円 
繰延税金資産小計 ２９５百万円 
評価性引当額 △３７百万円 
繰延税金資産合計 ２５８百万円 
繰延税金負債合計  － 百万円 
繰延税金資産の純額 ２５８百万円 
繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の

項目に含まれております。 
流動資産－繰延税金資産  ２４百万円 
 固定資産－繰延税金資産 ２３３百万円 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 
（単位：％） 

 法 定 実 効 税 率          ４１．５ 
  （調  整） 
 法人住民税均等割額 ８．７ 
 繰延税金資産を認識しない子会社の繰越欠損金 ８．７ 
 交際費等永久に損金に算入されない項目 ３．４ 
 そ の 他          △１．０ 
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 ６１．３ 
 
３．         ――― 

 
（セグメント情報） 
 １．事業の種類別セグメント情報 
   当連結会計年度（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） 
     当連結グループは飲食事業を主な事業内容としており、当該事業区分の売上高、営業利益及び資産の金額は、

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合が９０％を超えてい

るため、記載を省略しております。 
   前連結会計年度（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） 
     当連結グループは飲食事業を主な事業内容としており、当該事業区分の売上高、営業利益及び資産の金額は、

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合が９０％を超えてい

るため、記載を省略しております。 
 ２．所在地別セグメント情報 
    当連結会計年度及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がない

ため、該当事項はありません。 
 ３．海外売上高 
    当連結会計年度及び前連結会計年度において海外売上がないため、該当事項はありません。 
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（関連当事者との取引） 
 当連結会計年度（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日） 
 役員及び個人主要株主等                                    （単位：百万円） 

関 係 内 容 
属  性 会社等の

名称 住 所 資本金又は 
出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有 
（被所有）割合 役員の兼任等 事実上の関係 

取引の内容 取引 
金額 科 目 期末 

残高 
資金の貸付 － 貸付金 ４４ 役員及び 

その近親者 濱 武雄 － － 当社の 
従業員 － － － 

貸付金利息 ０ － － 
（注）１．上記取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。 
   ２．取引条件及び取引条件の決定方針 
     当社と関連を有しない他の当事者と同様であります。 
 
前連結会計年度（自 平成１３年４月１日 至 平成１４年３月３１日） 
役員及び個人主要株主等                                    （単位：百万円） 

関 係 内 容 
属  性 会社等の

名称 住 所 資本金又は 
出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等の所有 
（被所有）割合 役員の兼任等 事実上の関係 

取引の内容 取引 
金額 科 目 期末 

残高 
資金の貸付 － 貸付金 ４６ 役員及び 

その近親者 濱 武雄 － － 当社の 
従業員 － － － 

貸付金利息 ０ － － 
（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
   ２．取引条件及び取引条件の決定方針 
     当社と関連を有しない他の当事者と同様であります。 
   ３．濱武雄氏は、当連結会計年度期首より当社の従業員となっております。 
   ４．株式会社優曇華は、当社代表取締役佐々木正時の近親者が所有する議決権の割合が期首において 50％未満の

ため、当連結会計年度より関連当事者との取引から除いております。 
 
 
５．事業部門別販売実績 
                                           （単位：百万円） 

当連結会計年度 
平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前連結会計年度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

 
比較増減 

      
     期 別 
 
部 門 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 
 
す し 部 門        
レストラン部門 
食 材 部 門        
そ の 他        

 
９，８４５ 
１６，９７４ 
１，２９３ 
３５３ 

 
９，９１６ 
１５，４３４ 
１，３１７ 
２７７ 

 
△７０ 
１，５３９ 
△２３ 
７５ 

合  計 ２８，４６６ 

   ％ 
３４．６ 
５９．６ 
４．６ 
１．２ 

１００．０ ２６，９４６ 

   ％ 
３６．８ 
５７．３ 
４．９ 
１．０ 

１００．０ １，５２０ 
 



平成１５年３月期 決算発表 連結（参考資料） 
平成 15年 5月 22日 
株式会社アトム 

１．連結経営成績  対前期増減率 
 

売 上 高 284億 66百万円 5.6％ （８期連続増収） 
営 業 利 益 5億 25百万円 47.6％ （２期ぶり増益） 
経 常 利 益 6億 54百万円 32.2％ （２期ぶり増益） 
当 期 純 利 益 2億 28百万円 39.3％ （３期ぶり増益） 

２．連結財政状態    
総 資 産 208億 56百万円   
株 主 資 本 79億 31百万円   
株 主 資 本 比 率 38.0％   
１株当たり株主資本 757円 23銭   

３．会計処理の方法の変更   

   該当事項はありません。   

４．次期の連結業績予想  
対前期増減率  

中間期 売 上 高 146億 52百万円 2.1％  
 営 業 利 益 3億 71百万円 58.3％  
 経 常 利 益 3億 50百万円 10.9％  
 当期純利益 1億 53百万円 23.0％  
通 期 売 上 高 291億 33百万円 2.3％  
 営 業 利 益 7億 02百万円 33.7％  

 経 常 利 益 6億 58百万円 0.5％  
 当期純利益 2億 95百万円 28.9％  

 増収増益の見込みであります。 

５．連結キャッシュ・フローの状況   
営業活動によるキャッシュ・フロー 22億 21百万円  
投資活動によるキャッシュ・フロー △25億 74百万円  
財務活動によるキャッシュ・フロー 7億 13百万円  
現金及び現金同等物期末残高 16億 67百万円  

６．事業部門別販売実績  対前期増減率 構成比  

す し 部 門 98億 45百万円 △0.7％ 34.6％  
レストラン部門 169億 74百万円 10.0％ 59.6％  
食 材 部 門 12億 93百万円 △1.8％ 4.6％  
そ の 他 3億 53百万円 27.3％ 1.2％  

 合  計 284億 66百万円 5.6％ 100.0％   

７．設備投資     
当 期 実 績 31億 34百万円    
次 期 計 画 13億 50百万円    

８．過去５年間の連結経営成績  (単位：百万円) 
  15年 3月期 14年 3月期 13年 3月期 12年 3月期 11年 3月期 
 売 上 高 28,466 26,946 25,682 22,622 20,666 
 営 業 利 益 525 355 989 941 1,166 
 経 常 利 益 654 495 1,238 1,234 1,245 
 当期純利益 228 164 471 600 511 
 (注)過去最高金額 売 上 高 28,466百万円 （平成 15年 3月期）  
  営 業 利 益 1,166百万円 （平成 11年 3月期）  
  経 常 利 益 1,245百万円 （平成 11年 3月期）  
  当 期 純 利 益 600百万円 （平成 12年 3月期）  

 


